
Ⅳ　記入例及び記入上の注意

１　様式第二十五号の十四　本紙　記入例

様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。
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企業の単独決算の資本金額（出資総額）を記入

該当する年度が２つ以上あ
る場合は最も古い年度のも
のを記入すること。

右詰で記入し、空位のカラ
ムを「０」で埋めること。

申請時の許可番号が、前
回申請時のものと異なる
場合のみ記入すること。

フリガナ欄では、濁音・半濁音を
含めて「１文字」として扱うこと。

法人の種類を表す略
号には、フリガナを
振らないこと。

申請時に許可を受けてい
る建設業が一般建設業の
場合は｢１｣を、特定建設
業の場合は｢２｣を記入す
ること。

審査を受けようとする
建設業のカラムに｢９｣
を記入すること。

左詰で記入し、局
番間には｢－｣を入

｢丁目｣、｢番｣及び｢号｣は｢－｣で記

入。

個人事業主の場合は記載し
ない
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審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

（例）　(財)建設業情報管理センター

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。
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所属等 総　　務　　課 前　橋　一　郎 ０２７－２２３－１１１１
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再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　事　　項

登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

電話番号

直 前 の

審査基準日

自 己 資 本 額 １ ７
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利益額の2期平均を記入

別紙二「技術職員名簿」に記載された技術職員の合計数 営業利益＝規則別記様式１６の損益計算書の営業利益の額

減価償却実施額＝法人税申告書別表１６（１）or（２）and（４）、（６）～（８）に記載の当期償却額等

の合計額

〃 ＝青色申告書・白色申告書に記載の減価償却費（個人事業主の場合）

決算期が１２ヶ月に満たない場合等の換算方法は現行の完成工事高と同じ

表内のカラムは｢２期平均｣
で申請する場合のみ記入す
ること。

｢２期平均｣で申請する場
合は、２期平均した自己
資本額を記入すること。

千円単位(千円未満はプラスとマイナ
スに関係なく切り捨て)で右詰で記入
し、空位のカラムは空白とすること。

マイナスの場合は、左端のカ

ラムに｢－｣を記入すること。

△は不可。

経営状況分析を受けた機関の分析機関番号を記入
（経営状況分析結果通知書の右上に記載されている「登録番号」を記入）
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